概要

障害者の所得保障と就労支援に関する2007年提言

日本障害者協議会　代表　勝又和夫

障害者自立支援法の附則において，「政府は，障害者等の福祉に関する施策の実施の状況，障害者等の経済的な状況等を踏まえ，就労の支援を含めた障害者等の所得の確保に係る施策の在り方について検討を加え，その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」（第3条第3項）と定められたことを受け，関係省庁において，就労と所得保障に関する検討が行われていることと思います。その検討にあたっては，当会を含めた障害者団体との十分な意見交換を踏まえてなされることを要望いたします。

その検討に向けて，日本障害者協議会として，二つの緊急提言，障害者の所得保障と就労支援に関する基本的な考え方と実行すべき政策課題をまとめましたので，提言いたします。
１．「緊急提言１」障害者の所得保障制度の効果に関する実態調査を障害者団体と協議して早急に行うこと

２．「緊急提言２」障害基礎年金及び特別障害給付金の適用範囲を拡大し，所得保障を受けられない障害者をなくすこと
３．障害者の所得保障政策のあり方に関する提言

１）所得保障政策の基本的な考え方
1 成人期障害者に対する家族の扶養義務制度を廃止すること

2 障害者であるか否かにかかわらず，勤労所得が最低生活水準に満たないすべての者に対応する，基礎的で普遍的な所得保障制度を確立すること

3 障害ゆえの特別経費は個別的なニーズに基づき保障されること

２）所得保障の基本的な考え方に基づき，まず実行すべき政策

1 生活保護法の扶養義務優先規定の改正，あるいは運用を改善し，扶養義務の範囲を「夫婦及び未成年の子の親」に限定すること
2 住宅手当制度を創設すること
3 障害基礎年金の支給水準の不足を補い，生活保護を受給しなくて済むための新たな障害給付制度を創設すること
３）所得保障制度の権利擁護システムの改善

1 各制度における不服申立て制度の健全化をはかること
2 障害者が所得保障制度を利用するに上での支援体制を整備すること
４．障害者の就労支援政策に関する提言

１）就労支援政策の基本的な考え方について
1 障害者に対する所得保障水準の低さを，就労支援による勤労所得で補完させてはならないこと（勤労所得の不足を所得保障制度で補完するべきこと）
2 わが国が批准しているILO第159号条約ならびに，関連する第99号勧告，第168号勧告に基づけば，障害の程度に関わらず就労を希望しているすべての障害者は失業者と認識すべきであり，一般雇用対策として必要な就労支援が行われ，就労という社会参加から排除されないようにすること
２）就労支援政策の当面の課題

1 公共職業安定所に求職登録を求めている障害者に対しては，障害の程度に関わらず求職登録を認めること（登録受理）
2 法定雇用率制度を抜本的に見直し（法定雇用率の引き上げやダブルカウントの撤廃などを含めて），障害者の一般労働市場での就労者数を実質的かつ飛躍的に増加すること
3 トライアル雇用の対象者拡大や支援期間の延長などの積極的な施策の展開および雇用率の対象者の拡大を図り，より多くの障害者が就労機会にアクセスできるようにすること
4 障害者の就労に関する行政組織の改革と合わせ，雇用政策と福祉政策の連携または一体的・融合的な対応の下での総合就労支援策を構築すること。また，社会福祉政策として施行されている就労支援事業での利用料負担については，速やかにこれを廃止すること
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１．「緊急提言１」障害者の所得保障制度の効果に関する実態調査を障害者団体と協議して早急に行うこと

　わが国の障害者を対象とする所得保障制度は，十分にその機能を果たしていると言えるであろうか。次の三つの点で，重大な欠陥を有しているのではないだろうか。

　第一に，障害年金が社会保険方式を採用しているため，20歳以降に受障した中途障害者の多くが拠出要件を満たせずに無年金障害者となっていることである。

　障害年金（国民年金，厚生年金など社会保険庁管轄分）を受給している障害者は170万人（平成18年度末）である。この他に，共済年金による障害年金受給者４万人（障害基礎年金との重複者を除く）を加えても174万人にしかならず，成人期障害者618万人のうち28.2%しか年金を受給できていない。さらに障害種別で受給率を推計しても，身体障害者で30％強，知的障害者で90％，精神障害者で15％強であり，障害種別により大きな違いがある（計算方法は補足資料に記載）。

こうした差をもたらす大きな要因としては，20歳未満で障害者と認定されれば社会保険への加入要件を問われないが，20歳以上で障害者となれば，その人が障害により所得保障を必要としているか否かを問う前に，さまざまな形式要件（社会保険に加入期間中に障害が発生したかなど）が問われることがあげられる。真に所得保障を必要としているにも関わらず，たまたま初診日が，20歳以前であるか否かによって，大きな差を生じているのである。

　第二に，そもそも所得保障の対象としている障害者の範囲が狭すぎるということである。

　障害者基本法では，「『障害者』とは、身体障害、知的障害又は精神障害（以下「障害」と総称する。）があるため、継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者」と規定しているにも関わらず，身体障害者の範囲を制限列挙しているため，難病などの身体障害により「継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限」を受けている者の多くが対象外となっている。また，三障害の谷間といわれるような高機能自閉症など，障害により勤労所得を十分に得られない実態があっても，所得保障の対象となっていないのである。

　第三に，障害認定基準が，障害により稼得能力の減少を評価するものとなっていないことである。

　障害者に所得保障が必要な理由の一つとしては，勤労所得を稼ぐ能力や機会に制限を受けていることが挙げられる。しかし障害の認定基準は，機能障害に重きを置いており，必ずしも稼得能力を評価していない。そのため稼得能力が減少していても障害年金支給が認められない場合があり，実態のニーズを反映できない。

　これらの三つの矛盾が，所得保障制度から多くの障害者を排除しているのである。そして，所得保障から排除された障害者の問題は，家族が解決すべきことと位置づけられ，扶養負担の問題とされたのである。しかしこのことは，家族にとって経済的な負担であるばかりでなく，障害をもつ当事者にとっても，自立生活を送る上での障壁となっている。わが国の障害者に対する現金給付の支給水準が対ＧＤＰ費や対総社会支出において低いということは，ＯＥＣＤ諸国と比較しても明らかである。なお，他のＯＥＣＤ諸国では，65歳以上になれば高齢者を対象とする制度に移行するが，日本では障害者制度の方が税制上有利な点もあり，多くの高齢障害者に障害者給付が支給されており，そのことを勘案すれば，一層，非高齢の障害者への給付が少ない。

　この矛盾を，家族の負担以外に解消しようとすれば，生活保護を受給するしかないが，生活保護は，本来緊急避難の制度であり，何十年にもわたり，生活をささえる制度とは言えない。

この三つの矛盾を抱えたまま，小手先の制度改革を繰り返しても，障害をもつ当事者やその家族が安心して暮らせる社会を実現することはできないと言えよう。

もし政府が，これらの矛盾が大きな問題とは言えず，現行の障害者の所得保障制度が十分に機能しているというならば，その裏づけになるデータを示すべきであろう。しかし政府は，障害者の所得保障制度の実態について，十分に現状を把握しているとも，効果に関するデータも有しているとも思えない。

たとえば平成13年度の「身体障害児・者実態調査」では，障害に起因する年金の受給者が176.2万人（54.3％），障害に起因しない年金の受給者を加えると207.5万人（63.9％）が公的年金を受給できていると結果を出し，障害者白書においても，その結果が障害者の「収入」の現況として毎年掲載されている。

しかし社会保険庁の業務年報によると，実態調査を行った平成13年の厚生年金の障害年金受給者は精神の障害による者を含めても33万人でしかないのに，実態調査では厚生年金と共済年金の障害年金受給者が80.2万人としており，明らかに矛盾した結果となっている。社会保険庁のデータに基づけば，身体障害者で障害年金受給者は実態調査の結果のように50%を超えることはありえず30%強でしかないと推計されるのである。このように障害年金の受給者という最も基礎的なデータですら不確かなものしか提示できていない。ましてや精神障害に関しては，さまざまな経緯から実態調査そのものが行われていない。

確かに実態調査は，プライバシーの問題や，手帳取得者以外の対象者を把握する困難性もあるが，実態も明らかにしないまま，政策だけが一人歩きすることは許されない。

まず障害者団体と協議し，現行の障害者の所得保障制度の効果を検証する実態調査の実施を早急に行うことを緊急提言する。

２．「緊急提言２」障害基礎年金及び特別障害給付金の適用範囲を拡大し，所得保障を受けられない障害者をなくすこと
現行の障害者の所得保障制度が抱えている矛盾のうち，最も緊急に対応すべきなのは，所得保障が必要でありながら，なんらの所得保障を受けられない障害者の問題である。矛盾を解決するためには，「障害者の所得保障のあり方に関する提言」で述べるように，基礎的な所得保障に関しては，障害の認定に関わらず労働にアクセスできない状況に基づいた，普遍的な所得保障施策に統合する必要があると考える。しかし新しい制度のあり方を検討するには時間がかかるため，まずは現行の障害年金制度を基盤としながら所得保障政策の拡充を図り，矛盾を少しでも解消する必要がある。

そのためには，まず障害基礎年金の障害認定基準，支給要件を見直し，特に「谷間の障害」と呼ばれている現行法上障害者と認められていない人への支給拡大を行うことが必要である。

　しかし支給要件をいくら緩和しても，障害年金を社会保険制度に基づいて支給する以上，拠出要件を満たさない無年金障害者は必ず発生する。社会保険方式が中途障害者に不利な制度であることは，障害種別毎の受給率を見ても明らかである。特に精神障害者の受給率が低いのは，障害の特性により，一定期間の保険料の納入を求める納付要件を満たせない場合が多いことと関係している。精神病を発病しても自覚しにくい場合が多く，閉じこもりなど，保険料を納付できない状況が続いていながら受診（初診日）が遅れると，結果として納付要件を満たすことができない場合があり，無年金障害者となってしまうのである。

さらに，現在の国民年金保険料の納付率は67％であり，特に若年層の納付率が低い状況にある。この国民年金の未納・未加入者は，無年金障害者の予備軍であり，この問題の深刻さを示している。

また障害基礎年金に関しては，年金加入資格のない20歳前に障害となった者（無拠出者）にも支給されており，そもそも保険原理から脱却しているとの指摘もなされている。このように無拠出無年金障害者を所得保障政策から排除する合理性も正当性も低下しているといえよう。

よって，学生や主婦などかつて任意加入に位置づけられていた無拠出無年金障害者の救済制度としてスタートした特別障害給付金を活用し，その適用範囲を拡大して，在日外国人を含む，すべての無年金障害者を給付の対象とした制度とする必要があろう。現状では，7,100人（平成19年2月末）にしか支給されていないが，これを必要とする無年金者の数はこれに留まるものではない。在日外国人を含めたすべての無年金障害者の救済が急務であることは，当時の厚生労働大臣が示した「坂口試案」（平成14年7月）でも指摘されているとおりである。
３．障害者の所得保障政策のあり方に関する提言


１）所得保障政策の基本的な考え方


1 成人期障害者に対する家族の扶養義務制度を廃止すること


　わが国の障害者の所得保障政策には，様々な課題がある。支給水準の低さや，支給対象の狭さなど，国民としての生存権を保障するものとはなりえていない。そしてその不十分さを家族が支えているのであり，支えることを国家は扶養義務として家族に負わせているのである。わが国の民法では，「直系血族及び兄弟姉妹は，互いに扶養をする義務がある」（第877条）と定めており，子供が成人したとしても親の扶養義務はなくならない。

　しかし親は子供の扶養に関して，いつまでも義務を負わなければならないのだろうか。確かに，子供をこの世に生みだした以上，その子供の養育に親が一定の義務を負うことは社会通念として当然のこととされている。だが子供が成人しようとも，親が高齢になろうとも，家族に扶養義務を負わせ続けることは，家族にとっては過度な負担である。特にわが国は，戦前の「家」制度の問題もあり，家族の問題は家族で解決するべきであるという風潮が強い。その結果，障害者の問題は，家族が解決すべき私的な問題に位置づけられ，障害者に対する社会的支援は，家族の支援を二次的に補完するものと位置づけられてきた。しかし障害者の生活支援を，家族の私的な問題に閉じ込めることは，現代の家族の状況を考えれば限界に来ている。

少なくとも社会の構成員として社会に参加する主体となった成人期の生活支援は，家族から切り離し，社会全体で支援すべき問題と考えなければ，家族はその負担に耐え切れないであろう。さらに障害をもつ当事者が地域社会で主体的に生活するためにも，成人期障害者に対する家族の扶養義務は廃止されるべきであろう。

　そして家族の扶養義務をどのように位置づけるかということが，障害者の所得保障政策を考える上で前提条件となっている。あくまで家族の扶養義務を重視すると考えるならば，所得保障政策は，障害者本人より家族の扶養負担の軽減（ex.特別児童扶養手当や障害者扶養控除など）や，家族が扶養義務を果たせないときのセーフティネット（ex.生活保護など）が主たるものとなる。しかし，もし成人期障害者の家族の扶養義務がなくなれば，勤労所得がない障害者に対して，その生活支援としての所得保障（ex.障害年金など）の整備がもっとも重要な課題となるのである。

　このように障害者の所得保障政策を検討する上で，家族の扶養義務をどのように位置づけるかが前提条件となっており，少なくとも成人期障害者に対しては，その家族の扶養義務を撤廃し，そのことを前提とした所得保障政策が必要である。
2 障害者であるか否かにかかわらず，勤労所得が最低生活水準に満たないすべての者に対応する，基礎的で普遍的な所得保障制度を確立すること


成人期障害者に対する扶養義務が撤廃されれば，勤労所得の不足を補う障害年金の重要性が高まることになる。しかし現在の障害年金は，そのように機能していない。まず障害基礎年金や障害厚生年金の障害等級の認定基準は，稼得能力にも，あるいは実際の勤労所得の状況にも，まったく連動していない上に，OECD諸国と比べてもその対象範囲を限定しすぎている。その結果，実際に受給している人にとっては，自らの所得を保障する効果があったとしても，障害をもつ人全体を考えた所得保障施策としては，その目的を果たしているとはいえない。

　そもそも，障害年金の支給が社会的に正当化されるのは，加齢により労働できなくなった時期が，障害によって早期に生じたとみなされたからであり，障害をもつ者の就労を前提としないものであった。しかし職業リハビリテーションの進展は，障害をもちながらも働くことを可能にした。その一方で，ひきこもる若者，ネットカフェ難民，ホームレス，リストラされた長期失業者など，労働により経済的な自立ができない人々が大きな社会問題となっている。これらの人々の中には，現行法上は障害者と認定されないものの，病気やケガをきっかけにして生活能力が低下した者も含まれており，どこまでを障害者として認定するのかは，政治的な問題となり，客観的な線引きは困難であろう。とすれば，障害者であるか否かにかかわらず，これらの人々に共通するニーズに着目する必要があり，その場合の所得保障施策に対するニーズは，長期に失業していることにより発生しているというべきであろう。

　障害者が労働できない者の言い換えであった時代であれば，障害者であることを理由にした所得保障施策に合理性がある。しかし，障害者の経済分野での社会参加が進展している現代においては，障害者であるか否かにかかわらず，労働にアクセスできない状況（失業）や低所得という状態に基づいた普遍的な所得保障施策に，基本的には統合化される必要がある。

　なお，基礎的で普遍的な所得保障制度が確立されれば，生活保護制度や障害基礎年金制度は，新制度への統合が可能である。ただしその場合でも，生活保護の住宅扶助，医療扶助，教育扶助，介護扶助など，個別的な状況に対応する扶助は別制度とする必要がある。

また障害厚生年金の所得比例部分などは，障害による従前所得の減少に対応する補償システムであり，普遍的な所得保障制度とは，目的が異なるものである。よって普遍的な所得保障制度が確立されても，別制度として存続する必要がある。

3 障害ゆえの特別経費は個別的なニーズに基づき保障されること

普遍的な所得保障施策に統合化されても，障害というカテゴリーの必要性は残る。障害者が社会に参加するためには，様々な支援が必要であり，そうした支援に関わる経費を障害者自らが負担することになれば，いくら普遍的な所得保障施策が実施されても，その負担分だけ生活水準が低下してしまう。障害ゆえの特別経費の保障は，基礎的な所得保障とは切り離して考えなければならない。

　現行の障害者にかかわる手当，税控除，利用料免除などは，障害ゆえの特別経費として支給されているのか，基礎的な所得保障の不足を補完するために支給されているのか，不明確なものが多い。そうした混乱が，今回の障害者自立支援法における定率負担導入による所得保障の見直しおいてもある。要求の根拠が異なる基礎的な所得保障と障害ゆえの特別経費を切り離して議論することが必要なのである。

基本的には，障害ゆえの特別経費は個々のニーズに基づいて支給されるべきであり，本人の費用負担を求める場合に，サービス給付を益とみなす応益負担を導入する合理性はない。
２）所得保障の基本的な考え方に基づき，まず実行すべき政策


1 生活保護法の扶養義務優先規定の改正，あるいは運用を改善し，扶養義務の範囲を「夫婦及び未成年の子の親」に限定すること
家族の扶養に関する負担を軽減することが障害者の所得保障政策の大前提であることを考えると，まず，生活保護法の第4条第２項における民法の扶養義務優先規定を改正，あるいはその運用を見直すことで，扶養義務の範囲を「夫婦及び未成年の子の親」に限定することが必要である。

なお直接，所得保障に関わるものではないが，精神障害をもつ人の社会参加を阻んでいる精神保健福祉法の保護者規定及び関連規定（医療保護入院など）の廃止は，欠かすことができない課題である。

2 住宅手当制度を創設すること

仮に障害基礎年金を満額受給できたとしても，障害者が親と別居し，あるいは施設を退所して，地域で自立生活を行う上で大きな障害となっているのが，住宅保障の問題である。住宅保障の方法としては，障害に配慮した公営住宅を設置し，現物支給することも考えられるが，現行の貧弱な公営住宅政策では，到底十分な量の住宅を供給できる見込みはない。そこで，生活保護から住宅扶助を切り離し，資産調査を緩和して，障害者にとって使いやすい住宅手当制度を創設するべきである。

3 障害基礎年金の支給水準の不足を補い，生活保護を受給しなくて済むための新たな障害給付制度を創設すること

障害基礎年金が満額支給され，住宅が保障されたとしても，障害者は生活保護に頼らざるを得ない。なぜなら，障害基礎年金の支給水準が，生活保護の支給水準（１類，２類，冬季加算などを加えた額）より低い上に，障害者が地域で生活し，社会に参加するためには，様々な支援が必要であり，障害基礎年金から，その経費を負担しなければならないとすれば，ますます生活保護費か家族からの扶養費による補填を受けざるを得ないのである。

近年の障害者自立支援法は，障害者の支払い能力を無視して，一律の費用負担を求めており，ますます生活保護や家族からの自立を妨げている。

障害者が，生活保護や家族に頼らずに地域で生活するためには，障害ゆえの特別経費を保障した上で，さらに生活保護受給者の生活水準程度を保障する新たな障害給付制度が必要である。生活保護は，常に資産調査がなされ，貯金も原則として認められない。あくまで最後のセーフティネット，緊急避難の制度であり，長期にわたる生活支援制度としては，ふさわしいものではない。これから障害者施設や病院を退所・退院する障害者が，地域の一員として社会参加することを可能にするための所得保障は，決して生活保護であってはならないのである。よって一定の収入認定に基づいた，障害者にとって使いやすい，新たな障害給付制度を創設するべきである。そしてこの障害給付制度の支給水準は，生活保護の障害者加算や，生活保護の級地や冬季加算なども考慮し，実際に生活保護を受給しないで生活することが可能な水準とすることが必要である。

３）所得保障制度の権利擁護システムの改善

①各制度における不服申立て制度の健全化をはかること

社会保障制度利用において個人の権利を擁護し、不利益を救済するのが不服申立て（審査請求・再審査請求）制度である。しかし、障害年金、特別障害給付金、生活保護、特別障害者手当等における不服申立て制度は、十分に機能しているとは言えない現状にある。

社会保険（障害年金など）については、「審査請求」に対する都道府県の社会保険審査官による審理（単独制）では，権利擁護システムとして限界がある。さらに、「再審査請求」に対する社会保険審査会（合議制）の状況は，再審査請求が年々急増し、「公開審理」では1件あたりの審査時間が短縮化され、十分な審査が尽くされているとは言い難い事態になっている。再審査請求の急増に反比例して容認率は極端な減少を見せており，障害者の権利が十分に擁護されていないのではという疑いを持たざるを得ない。特別障害給付金の審査請求もこの社会保険のシステム（社会保険審査官、社会保険審査会）で行われているが、同様の問題を抱えている。

特別障害者手当、生活保護制度の不服申立ては、社会保険とは異なるシステムにおける二審制（都道府県知事、厚生労働大臣）をとっているが，特別障害者手当における不服申立て制度は非公開で行われており，透明性に欠いている。

以上の不服申立て制度に関する情報の開示は，制度の健全化を図り，障害者の手続的権利を保障する上で，欠くことができない問題であり，各制度における審理結果（件数、障害種別、却下・容認・棄却数、及び、却下・棄却の理由）を公開すべきである。

　さらに地方裁定（都道府県）による国民年金の障害認定に格差が生じているという問題がある。「年金診断書」をもとに行う障害認定業務であるが、障害認定審査医員の意見調整を行う認定審査医員会議が中断したままになっている。抽象的な障害認定基準は同一であっても，個別の案件を具体的にどのように評価するかという運用が異なれば，結果は大きく変わってしまうであろう。

以上，不服申立て制度の情報公開をすると共に、運用の健全化をはかる必要がある。

②障害者が所得保障制度を利用する上での支援体制を整備すること

障害年金は度重なる制度改正により高度に複雑化し、障害をもつ当事者が制度を理解し，自らの受給権の状況を確認することが困難になっている。窓口で十分な相談支援が行われる必要があるにも関わらず，実際には，窓口の職員自身が十分に制度を理解できておらず，適切な利用支援が行われていない場合がある。社会保険事務所でも窓口には臨時職員が多く，市町村の国民年金課では一般職員が対応している。このことは，十分な利用支援が保障されていないばかりでなく，窓口職員による納付要件での見落としや判断ミスがなされると，申請の受理すら行われないという手続的権利の侵害が生じる。

障害年金を受給するにあたっては，納付要件を見るための「初診日」証明がカルテ保存期間などから困難な事例が少なくない。しかし、「初診日」証明が得られない場合でも，医師の事後的診断で発症を確定できる場合はそれを「初診日」として採用するなどの運用の改善をはかれば，相当の無年金障害者の受給が可能になる。
そのため，社会保険事務所や市町村の国民年金課の窓口職員については，十分な知識と相談技能を有した職員を配置し，障害者が所得保障制度を利用するにあたって適切な支援が受けられる体制の整備が急務である。

４．障害者の就労支援政策に関する提言

１）就労支援政策の基本的な考え方について

1 障害者に対する所得保障水準の低さを，就労支援による勤労所得で補完させてはならないこと（勤労所得の不足を所得保障制度で補完するべきこと）
障害者の就労支援を進めることは，所得を増やす上で有効な手段のひとつではある。しかしながら，障害により十分な勤労所得を得られない不足分を保障するのが「所得保障」の本質であり，障害者に対する所得保障水準の低さを，就労支援による勤労所得で補完させることは本末転倒である。よって就労支援のあり方と所得保障とを直接的に結びつけるのではなく，それぞれ別の次元で整理して検討すべきであろう。障害者自立支援法の付則や付帯決議にある「就労を含む所得保障の検討」は，就労支援の強化によって所得保障を推進すると理解してはならないのである。

例えば，障害基礎年金に加え，福祉施設における作業活動で得られた工賃収入で生活していた障害者が，職業リハビリテーションサービス等の就労支援によって一般企業で雇用され，最低賃金以上の収入を得ることができたとする。個人に着目すれば，就労支援の結果としての収入増によって，確かに「所得」は向上したといえるが，このことをもって就労支援を今後の「所得保障」政策の主要な方法と位置づけることはできない。この場合には，それまで雇用の対象とされてこなかった障害者が就労支援によって一般企業での就労を実現したものと捉えるべきであり，就労支援策の結果としての所得向上の実現には連なっても，所得保障そのものの手立てとして位置づけられるべきではない。

障害者自立支援法に基づき創設された障害者就労移行支援も，また，就労継続支援事業における工賃倍増計画も，確かに，結果としての所得の向上にはつながるのかもしれないが，所得保障の枠組みとは別の仕組み，すなわち，社会参加の主要な手段である就労の機会の拡大やその質の向上のための施策として展開すべきである。

換言すれば，就労支援施策の展開にあたっては，その重要性を踏まえながらも，安易に所得保障施策と結びつけることは，かえって所得保障の本質的な改善を遅らせてしまうという認識を前提にしなければならない。

2 わが国が批准している障害者の雇用に関するILO第159号条約や，関連する第99号勧告，第168号勧告に基づけば，障害の程度に関わらず就労を希望しているすべての障害者は失業者と認識すべきであり，一般雇用対策として必要な就労支援が行われ，就労という社会参加から排除されないようにすべきこと

障害を事由に就労できない状況も時代とともに変化しており，従来は，一般企業での就労が困難であるとみなされてきた障害者も，職業リハビリテーションの進展や，障害者雇用施策の展開によって就労する事例も増えてきていることも事実である。

これらを踏まえて，就労支援の今日的な問題点として，労働年齢にありながら障害を事由に一般雇用を中心とした労働市場に参加できないことが続いていること，すなわち，就労することへのアクセスが制限されてきたことがある。雇用施策の展開にあたっては生産性の低さを理由に障害者を一般雇用施策から排除してきたことを認識し，その改善に重点をおく必要がある。

具体的には，障害者の雇用・就労についての国際基準であり，わが国においても批准している（1992年）ＩＬＯの「職業リハビリテーション（障害者）に関する第159号条約ならびに同第99号勧告、同第168号条約に示される趣旨が完全に実行されていないことを認識すべきである。また，今般わが国政府が署名した障害者権利条約の関連条項（第27条）の水準からも大きくかけ離れている。すなわち，障害者の就労は，一般の雇用対策の対象として位置づけられるべきであり，通常の雇用が困難な場合には，保護雇用（社会支援雇用）等を含んだ抜本的な対策を講じるべきである。なお，わが国政府においては福祉工場制度（障害者自立支援法においては、就労継続支援事業A型）をもって保護雇用制度を実施しているとの認識が示されているが，これは明らかな誤りと言わざるを得ない（ILOの条約・勧告などに照らして，欧州などで実施されている保護雇用制度の実態に照らして）。
２）就労支援政策の当面の課題

①公共職業安定所に求職登録を求めている障害者に対しては，障害の程度に関わらずその登録を受理すること

上記の一般雇用対策の対象としての位置づけとも関連して，障害者の求職登録があって、はじめて雇用対策の対象として認知されることを強調しておきたい。
そのため，機能障害の程度に関わりなく，就労を希望するすべての障害者の公共職業安定所での求職登録を認めるべきである。

②障害者雇用促進法に基づく法定雇用率制度に検証を加え，障害者の一般労働市場での就労者数を実質的かつ飛躍的に増加すること
法定雇用率の義務化が制定されて30年になるが（1976年の改正にて），これが達成されたことは過去に一度もなく，脱法状態が常態化している。この30年間，実雇用率が上昇しているやにみえるが、これはいわゆるダブルカウントの制度化や障害範囲の拡大などによるものである。ダブルカウントをシングルカウントとして算定しただけでも、実雇用率は30年前の水準の1,1%を割ることになる。そもそもダブルカウント制度それ自体の妥当性がどうか、検討すべきである（現に、一人分について二人分の枠を消化することについては，障害当事者自身から否定的な見解が示されている）。なお，現行の法定雇用率（民間企業1,8%）は、割当雇用制度を導入している欧州各国と比較して極端に低く、これを引き上げる方向で早急に検証を加えるべきである。いずれにしても、人数合わせ的な政策ではなく，実質的な就労者数をいかに延ばし定着させるか，こうした視点を基調に据えた法定雇用率制度の見直しが必要である。
3 トライアル雇用の対象者拡大や支援期間の延長などの積極的な施策の展開および雇用率の対象者の拡大を図り，より多くの障害者が就労機会にアクセスできるようにすること
就労支援の強化を所得保障のための安易な手段として位置づけないことを確認しつつ，就労の可能性を拡大し，必要な支援を構築していくことは重要である。現在，就労前の支援メニューは拡大しつつあるが，就労後の継続的な支援は限定されており，結果として，障害者も雇用する事業所も「今一歩」を踏み出せない現実がある。障害者が一般の職場で就労するイメージを描きにくいこと，事業所も阻害要因が先に立って，障害者雇用に対してためらいがあることなどが，その原因である。そこで，現行のトライアル雇用のような支援プログラムの対象を拡大したり，支援期間を延長したりするなどの支援策を強化すべきである。

障害者・事業主双方の不安や負担の軽減につながるような，就職前後にわたる継続的で積極的な雇用支援施策を展開することにより，より多くの障害者が就労機会にアクセスできるようにする必要がある。

その際には、就労の可能性の高低等で対象者を限定することなく、広く利用できるように配慮すべきである。加えて、支援策は利用できても、障害者法定雇用率の対象にはならないために、実質的に職業上の障害があっても、その先の雇用に結びけることが困難な障害者の問題が取り残されている。これらの者も雇用率算定の対象とし，また雇用率対象者拡大に伴う雇用率の改定（上昇）を行うなど，積極的な雇用対策の充実が求められる。

また現行制度において，就労後の支援において障害者介助等助成金は重要な役割を担っているが，その支給期間が最長でも10年と制限されていることは，障害者の就労継続に大きな支障をもたらしている。少なくとも職場介助者や手話通訳担当者の派遣期間の制限を撤廃するべきである。
4 労働権（憲法27条）の保障という観点から、就労政策と福祉政策の強力な連携に基づく、総合的な就労支援制度（例えば，社会支援雇用制度などの制度名称で）を構築すべきである。また，「就労移行支援事業」「就労継続支援事業」での利用料負担については、速やかにこれを廃止すること。
かつての労働省と厚生省の二元省庁体制の下で，障害者の雇用施策といわゆる「福祉的就労」との間にも大きな隔たりが生じてしまった（とくに賃金面で）。2001年の労働省と厚生省の統合は、障害者の就労政策にも画期的な転換がもたされるのではと期待したが、結果的には二元省庁体制の時代と変化はなく，現状に至っている。労働能力面で障害の重い人に対しては、行政組織上も、また施策内容の面からも、連携かつ時には一体的・融合的な対応が不可欠である。しかし，労働能力面で障害の重い人を対象とした「就労継続支援事業」の主管行政は福祉行政（社会援護局障害保健福祉部）で，Ａ型事業を省いて各種労働法規から完全に除外されている。雇用政策として障害の重い人の就労支援にいかに食い込むか，また福祉政策として雇用関係を促進かつ維持していくために何を成すべきか、この点での行政組織を超えた本格的な政策論議が必要である。なお、緊急の課題として、「就労移行支援事業」「就労継続支援事業」での利用料負担については，就労意欲の増長という視点からも，また社会通念上からも速やかに廃止すべきである。

補足資料　「障害種別毎の年金受給率の推計について」

　社会保険庁より，下記の表の数値が公表されている。ただし下記の表は受給権者を示すものであり，実際の受給者数と相当の乖離がある。例えば平成18年3月末現在で障害年金の受給者数は1,702,921人であるのに対して，受給権者数は1,944,802人と14%も総数が多くなる。しかし国民年金の精神の障害を精神障害と精神遅滞（知的障害）に分けて集計した数値は，受給権者のものしかないため，これを用いた。さらに社会保険庁の管轄にない，5共済年金の障害年金については含まれていないが，5共済年金の障害年金受給者は約6万人であり，かつ新法で社会保険庁の障害基礎年金にダブルカウントされる障害共済年金1級・2級のもの約2万人を除くと，除外されているは4万人であり，受給者と受給権者の違いに比べると，誤差の範囲と思われる。

　なお下記の表では，国民年金と厚生年金保険の重複調整がおこなわれておらず，単純に足すことはできない。新制度の厚生年金保険の障害年金1級・2級受給者（障害基礎年金重複受給者）を除外しなければならない。新制度・旧制度別の障害等級区分の数が不明なため，障害厚生年金の等級別割合（１級・2級受給者は全体の50%）を当てはめて算出した。

　また厚生年金保険の精神の障害には，精神遅滞（知的障害）は含まれていないと仮定し，障害種別毎に推計した。

　障害者種別毎の障害者数（分母）は，障害者白書の障害者数の算出に使用されている政府の各調査によっており，20歳以上の障害者数を使用した。身体障害者は平成13年，知的障害は平成12年，精神障害は平成14年の調査によっているため，分子となる障害種別毎の障害年金受給者数も当該年度のものを使用した。

その結果は以下の通りである。

・身体障害者の推定受給率　３２．５％

｛平成13年度国民年金総数150.8万人－精神の障害64万人＋（厚生年金保険43万人－精神の障害8万人－新制度の厚生年金保険27.8万人×厚生年金保険の身体障害の割合81.4％×障害基礎年金重複者の割合50%）｝÷20歳以上の身体障害者数340万人＝推定受給率32.5％

・知的障害者の推定受給率　９１．２％

平成12年度国民年金精神の遅滞31万人÷20歳以上の知的障害者数34万人＝推定受給率91.2％

・精神障害者の推定受給率　１６．１％

(平成14年度精神障害34万人＋厚生年金保険精神の障害8万人－厚生年金保険精神の障害8万人×新制度の厚生年金保険者数の割合70.9%×障害基礎年金重複者の割合50%)÷20歳以上の精神障害者数244万人＝推定受給率16.1％

	表　国民年金・厚生年金保険　傷病名別障害年金受給権者数　　

　　（各年度末現在、単位：万人）

	年　度
	国民年金
	　
	　
	　
	厚生年金保険
	　

	
	　
	精神の障害
	　
	　
	　
	精神の障害

	
	　
	　
	精神障害
	精神遅滞
	　
	　

	平成６年度
	128
	47
	22
	24
	36
	5

	平成７年度
	131
	49
	23
	25
	37
	5

	平成８年度
	134
	51
	25
	26
	38
	6

	平成９年度
	137
	53
	26
	28
	39
	6

	平成10年度
	140
	56
	27
	29
	40
	7

	平成11年度
	144
	58
	29
	30
	41
	7

	平成12年度
	147
	61
	31
	31
	42
	7

	平成13年度
	151
	64
	32
	32
	43
	8

	平成14年度
	154
	67
	34
	33
	45
	8

	平成15年度
	158
	69
	36
	34
	46
	9

	平成16年度
	162
	72
	38
	35
	48
	9

	注１．受給権者とは、年金の支給を受ける権利を持っていて、本人の請求により裁定された者をいう。この中には全額支給停止されている者を含む。

	注２．国民年金と厚生年金保険の両方の受給権を持つ者については、それぞれに計上している。

	注３．厚生年金保険の障害年金には、旧船員保険の職務上及び旧共済組合の公務上の障害年金を含まない。

	注４．「精神の障害」による障害年金について、平成６年度には旧法船員保険を、平成１４年度から１６年度までには旧農林共済組合分を含まない。
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